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 地方財政法 
 （公営企業の経営） 

第６条 公営企業で政令で定めるものについては、その経理は、特別会計 

 を設けてこれを行い、その経費は、その性質上当該公営企業の経営に 

 伴う収入をもって充てることが適当でない経費及び当該公営企業の性 

 質上能率的な経営を行なってもなおその経営に伴う収入のみをもって充 

 てることが客観的に困難であると認められる経費を除き、当該企業の経 

 営に伴う収入（第５条の規定による地方債による収入を含む。）をもってこ 

 れに充てなければならない。但し、災害その他特別の事由がある場合に 

 おいて議会の議決を経たときは、一般会計又は他の特別会計からの繰 

 入による収入をもってこれに充てることができる。 

公営企業の基本原則 



 下水道事業には、経費の負担区分に基づき一般会計（税収入）から負
担すべきものとされている経費があり、どの経費を負担すべきかについ
ては、毎年度総務省から基準（「繰出基準」という。）が示されています。 

 この繰出基準に沿って下水道会計に繰り入れられる繰入金を「基準内
繰入金」、それ以外の繰入金を「基準外繰入金」と呼びます。 

 区分は以下に示しています。 

一般会計繰出基準 

汚水処理費（私費負担分） 公費負担分 

維持管理費 資本費 維持管理費 
（雨水処理費等） 

資本費 
(水洗便所改造奨励金等) 

使用料収入 
（基準外） （基準内） 

一般会計繰入金 

経 

費 

財 

源 

収入不足 

２ 



 地方公共団体全ての会計を対象として、財政の健全化に関する指標の公
表制度を設け、それに応じて地方公共団体が財政の健全化や再生のため
の計画を策定する制度を定めるとともに、計画の実施の促進を図るため行
財政上の措置を講ずることで、地方公共団体の財政の健全化に資すること
を目的に制定されました。 
 
 公営企業については、 
 
①  地方公営企業の経営状況を示す財政指標を整備し、経営状況が 
  健全な段階からその指標の状況を毎年度公表するなど情報開示を 
  徹底する仕組みを設けること 
② その指標が一定程度悪化すれば、自主的な改善努力を義務づける 
    経営健全化の段階に移行すること 
 
 などの新たな公営企業の健全化制度が整備されました。 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律 
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平成２８年度決算（収益的収支） 
区分 決算額  （単位：千円） 

収
益
的
収
入 

１ 総収益 １，３２９，７３６ 

  （１） 営業収益 １，０２９，０４２ 

    ア 使用料収入 ８５５，２５０ 

    イ 受託工事収益 ０ 

    ウ その他 １７３，７９２ 

  （２） 営業外収益 ３００，６９４ 

    ア 他会計繰入金 ２９８，５６６ 

    イ その他 ２，１２８ 

収
益
的
支
出 

２ 総費用 ６９８，２５７ 

  （１） 営業費用 ４４３，０１４ 

    ア 職員給与費 ３４，６６３ 

      （うち退職手当） ０ 

    イ その他 ４０８，３５１ 

  （２） 営業外費用 ２５５，２４３ 

    ア 支払利息 ２３３，７８８ 

    イ その他 ２１，４５５ 

    ３ 収支差引 ６３１，４７９ 



平成２８年度決算（資本的収支） 
区分 決算額  （単位：千円） 

資
本
的
収
入 

１ 資本的収入 ４２６，４１３ 

  （１） 地方債 ２９０，７００ 

  （２） 他会計補助金 ５９，８２１ 

  （３） 他会計借入金 ０ 

  （４） 固定資産売却代金 ０ 

  （５） 国（県）補助金 ６６，４１７ 

  （６） 工事負担金 ９，４７５ 

  （７） その他 ０ 

資
本
的
支
出 

２ 資本的支出 １，０３６，７９０ 

  （１） 建設改良費 ２７５，９９８ 

       （うち職員給与費） （２６，５５１） 

  （２） 地方債償還金 ７６０，７９２ 

  （３） 他会計長期借入金返還金 ０ 

  （４） 他会計への繰出金 ０ 

  （５） その他 ０ 

    ３ 収支差引 △６１０，３７７ 

４ 



収支の見通し 
（平成２８年度～平成３４年度） 
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平成２８年度 
（決算） 

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 

収 入 １,３２９,７３６ １,３５４,２２４ １,３４２,１４１ １,３６１,１１４ １,３５７,７９６ １,３６１,１１４ １,３６７,８３２ 

支 出 ６９８,２５７ ７６４,１９３ ７３７,８９３ ７３２,４２６ ７３３,１８９ ７３８,２２４ ７５０,２９７ 

収 支 ６３１,４７９ ５９０,０３１ ６０４,２４８ ６２８,６８８ ６２４,６０７ ６２２,８９０ ６１７,５３５ 

財政収支の見通し 
【収益的収支】下水道管の維持補修や汚水処理など下水道事業の日々の活動で発生する収入及び支出 （単位：千円） 

平成２８年度 
（決算） 

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 

収 入 ４２６,４１３ ５９７,６８６ ６５６,４８５ ８８７,４２７ １,０８２,４８３ １,０８６,７４８ ９３８,７６７ 

支 出 １,０３６,７９０ １,２７１,４２５ １,３９０,１１０ １,５８５,４７２ １,７２２,２０２ １,７２２,７０４ １,５７４,９２１ 

収 支 △６１０,３７７ △６７３,７３９ △７３３,６２５ △６９８,０４５ △６３９,７１９ △６３５,９５６ △６３６,１５４ 

【資本的収支】下水道管の布設や施設の改良など投資活動で発生する収入及び支出             （単位：千円） 

収支 
再差引 

２１,１０２ △８３,７０８ △１２９,３７７ △６９,３５７ △１５,１１２ △１３,０６６ △１８,６１９ 

５ 



平成２８年度 
（決算） 

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 

営業収入 １,０２９,０４２ １,０５０,８７０ １,０４７,７９８ １,０６５,０９８ １,０６４,２７５ １,０６４,６８７ １,０７４,５１７ 

 下水道使用料 ８５５,２５０ ８６９,７１７ ８６９,７１７ ８８５,３７２ ８８５,３７２ ８８５,３７２ ８９５,４０８ 

営業外収入 ３００,６９４ ３０３,３５４ ２９４,３４３ ２９６,０１６ ２９３,５２０ ２９６,４２７ ２９３,３１５ 

 一般会計繰入金 
  （基準内繰入） 

２９８,５６６ ３０３,０７６ ２９３,３４３ ２９５,０１６ ２９２,５２０ ２９５,４２７ ２９２,３１５ 

収入合計 １,３２９,７３６ １,３５４,２２４ １,３４２,１４１ １,３６１,１１４ １,３５７,７９６ １,３６１,１１４ １,３６７,８３２ 

収益的収入の見通し 

 （単位：千円） 

【収益的収入】 下水道管の維持補修や汚水処理など、下水道事業の日々の活動で発生する収入 



平成２８年度 
（決算） 

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 

営業費用 ４４３,０１４ ５３０,２６２ ５１８,４９０ ５２３,２２０ ５３０,４００ ５３７,６８０ ５４７,４３８ 

 職員給与費 ３４,６６３ ４３,９８５ ４５,０００ ４５,０００ ４５,０００ ４５,０００ ４５,０００ 

営業外費用 ２５５,２４３ ２３３,９３１ ２１９,４０３ ２０９,２０６ ２０２,７８９ ２００,５４４ ２０２,８５９ 

 地方債利息 ２３３,７８８ ２１９,３３４ ２０４,４０３ １９３,２０６ １８６,７８９ １８４,５４４ １８６,８５９ 

支出合計 ６９８,２５７ ７６４,１９３ ７３７,８９３ ７３２,４２６ ７３３,１８９ ７３８,２２４ ７５０,２９７ 

収益的支出の見通し 

 （単位：千円） 

収益的収支 ６３１,４７９ ５９０,０３１ ６０４,２４８ ６２８,６８８ ６２４,６０７ ６２２,８９０ ６１７,５３５ 

【収益的支出】 下水道管の維持補修や汚水処理など下水道事業の日々の活動で発生する支出 

６ 



資本的収入の見通し 

          （単位：千円） 

平成２８年度 
（決算） 

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 

地方債 ２９０,７００ ４１２,０００ ４６３,７００ ６６１,９００ ８２４,２００ ８５１,９００ ７１１,７００ 

一般会計繰入金 
 （基準内繰入） 

５９,８２１ ５７,４１０ ５９,５７６ ５６,２５８ ５９,５７６ ５６,２５８ ５９,５７６ 

国庫補助金 ６６,４１７ １２０,０００ １３１,２０９ １６８,２６９ １３７,４１９ １３９,７６９ １４９,７６９ 

工事負担金 ９,４７５ ８,２７６ ２,０００ １,０００ ６１,２８８ ３８,８２１ １７,７２２ 

収入合計 ４２６,４１３ ５９７,６８６ ６５６,４８５ ８８７,４２７ １,０８２,４８３ １,０８６,７４８ ９３８,７６７ 

【資本的収入】 下水道管の布設や施設の改良など投資活動で発生する収入 



資本的支出の見通し 

平成２８年度 
（決算） 

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 

建設改良費 ２７５,９９８ ４７０,７２０ ５８４,９９９ ７７０,２２１ ９０１,６３０ ９３１,７３７ ８０６,５１７ 

  (うち職員給与費) （２６,５５１） （３０,２９９） （３５,０００） （３５,０００） （３５,０００） （３５,０００） （３５,０００） 

地方債償還金 ７６０,７９２ ８００,７０５ ８０５,１１１ ８１５,２５１ ８２０,５７２ ７９０,９６７ ７６８,４０４ 

支出合計 １,０３６,７９０ １,２７１,４２５ １,３９０,１１０ １,５８５,４７２ １,７２２,２０２ １,７２２,７０４ １,５７４,９２１ 

                   （単位：千円） 

資本的収支 △６１０,３７７ △６７３,７３９ △７３３,６２５ △６９８,０４５ △６３９,７１９ △６３５,９５６ △６３６,１５４ 

【資本的支出】 下水道管の布設や施設の改良など投資活動で発生する支出 

７ 



建設改良費の内訳 
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８ 



 有収水量の確保 有収水量の増加による使用料収入の確保を図ることにより、施設整備
に要した費用を早期に回収して経営の健全化を図る。 

 維持管理の効率化 組織の簡素合理化、定員管理の適正化、業務の民間委託の促進
等を推進し、経費の抑制を図る。 

 使用料の適正化 他会計からの繰入金に過度に依存せず自立・安定した経営基盤を築く
ため、また、使用料収入により汚水処理原価を回収するため、中長期的な視点に立って使用
料の水準を設定すること、国の示す使用料水準に引き上げることなどにより適正化を図る。 

 地方公営企業法の適用 下水道施設が住民の恒久的財産として適正に維持され、その
利用に供していくために健全な運営を確保し、住民の要請に的確に応えていくため、事業の経
営状況や財政状況をより明確にする。 

 

経営基盤の強化 
 公営企業は、料金収入をもって経営を行う独立採算制を基本原則としながら、住
民生活に身近な社会資本を整備し、必要なサービスを提供する役割を果たしてお
り、公共の福祉を増進していくことが必要です。 

 こうした中で事業を行っていくには、自らの経営等について的確な状況把握を
行った上で、中長期的な視野に基づく計画的な経営に取り組み、徹底した効率
化、経営健全化を行うことが求められています。 



（３）下水道事業の使用料 

９ 



下水道使用料の 
基本的な考え方 

（３）下水道事業の使用料 



 下水道は、地方自治法第２４４条に規定する公の施設に該当すると
解されており、公の施設についてはその「利用につき使用料を徴収
することができ」（同法第２２５条）、当該使用料については「条例で定
めなければならない」（同法第２２８条第１項）とされています。 

 下水道法第２０条第１項にも同様の規定があり、同条第２項で基本
原則が定められています。 

 

下水道使用料の基本原則 

 （使用料） 
 第２０条 公共下水道管理者は、条例で定めるところにより、公共下水道を使用する 
  者から使用料を徴収することができる。 
 ２ 使用料は、次の原則によって定めなければならない。 
  ⑴ 下水の量及び水質その他使用者の使用の態様に応じて妥当なものであること。 
  ⑵ 能率的な管理の下における適正な原価をこえないものであること。 
  ⑶ 定率又は定額をもって明確に定められていること。 
  ⑷ 特定の使用者に対し不当な差別的取扱をするものでないこと。 
 ３ 略 

１０ 



下水道使用料の算定方法 

１．事業計画・財政計画の策定 
・ 下水道事業を継続するに当たり、今後必要な投資と必要額の見直し 
・ 今後の使用料収入や投資、地方債残高の見通し 

２．使用料算定期間の設定 
・ 公共料金としての安定性を確保するため、料金算定期間を決定 
・ 料金算定期間内に事業を行う財源として使用料収入がいくら必要かを決定 

３．使用料体系の決定 
・ 必要な使用料収入を使用者間でどのように割り振り、負担するかを決定 



下水道使用料算定期間の設定 

下水道使用料算定の基本的考え方 
 

・ 日常生活に密着した公共料金としての性格からできるだけ安定した 

  ものであることが望ましい 

・ あまりに期間が長期に及ぶと予測の確実性を失う 

財政計画期間は、一般的には２～４年程度が適当 

１１ 



下水道使用料の対象経費 

下水道事業を行うための経費（汚水処理費用） 

・ 下水道サービスを提供するために必要な費用（維持管理費） 

・ 地方債の支払利息 

・ 今後の投資や資産維持のための費用（資本費） 

 人件費 
 施設補修費 
 委託料  など 

【官庁会計の場合】 

地方債元利償還金 

下水道使用料 

維持管理費 資本費 

【企業会計の場合】 

 減価償却費 
 地方債支払利息 

＋ ＝ 

公費から負担すべきものとされている経費を除いた汚水処理にかかる経費は、使用
料でまかなわれるべきもので、その経費を「使用料対象経費」といいます。 



 一般会計が負担することとされている経費については、繰出
基準で位置づけられており、これらの財源については基準内
繰入としての一般会計繰入金が充てられます。 

 これらの基準内繰入を適正に充当するため、総務省では、使
用料単価を少なくとも１５０円／㎥以上とすることを提言してい
ます。 

上水道、浄化槽事業等の使用料水準を勘案して目指すことと
される下水道使用料の基準は、以下に示すとおりです。 

総務省基準 

下水道使用料  月 ３，０００円／２０㎥ 
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古賀市の下水道使用料 

（３）下水道事業の使用料 



下水道使用料体系 

８ １０ ２０ ３０ ５０ １００ ５００ １，０００ 

基本料金 
１，０００円 

１１０円 

１３５円 

１６０円 

１７０円 
１８０円 

１９５円 
２００円 ２０５円 

基本使用料制＋従量使用料制＋累進使用料制 

（㎥） 

１人世帯 ４人世帯 事業所 
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Ｓ５３ Ｓ６０.６ Ｓ６３.７ Ｈ５.１２ Ｈ９.６ Ｈ２７.１０ 

０～８㎥ 基本料金 

４００円 
基本料金 

６４０円 
基本料金 

８００円 
基本料金 

１，０００円 
基本料金 

１，１００円 

基本料金 

１，０００円 

９～１０㎥ １１０円 

１１～２０㎥ ５０円 ８０円 １０５円 １２０円 １２５円 １３５円 

２１～３０㎥ 

６０円 ９５円 

１２５円 １４５円 
１５０円 １６０円 

３１～５０㎥ １６０円 １７０円 

５１～１００㎥ 

１３０円 

１５５円 １７０円 １８０円 

１０１～５００㎥ 

１６０円 

１８０円 １９５円 

５０１～１，０００㎥ １８５円 ２００円 

１，００１㎥～ １９０円 ２０５円 

累進度 １．２０ １．１９ １．２４ １．３３ １．５２ １．８６ 

下水道使用料の変遷 

※ 累進度・・・累進使用料体系における水量区画ごとの使用料単価の最小のものに対する倍率。 
          値が高すぎると需要抑制が過剰に働く。全国の現状としては、１～３の範囲内に多く分布。 



1,020,604  1,004,986  1,028,517  1,036,882  1,016,154  1,012,626  

880,605  895,027  916,557  919,309  920,383  930,740  

86.3％ 89.1％ 89.1％ 88.7％ 90.6％ 91.9％ 
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使用料対象経費 使用料収入 経費回収率 
（千円） （％） 

下水道使用料回収率予測 

（年度） 
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